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は じ め に

我が国の景気は、2002年以来息の長い回復が続いてきたが、2007年度末にきて回復が足踏み状態にあ

る。2007年は、原油・原材料といった資源価格の更なる高騰、制度的な要因による建設投資の落ち込み、

米国のサブプライム住宅ローン問題に起因する世界経済の減速懸念等のリスクが顕在化したことにより、我

が国経済を取り巻く環境に不透明感が増大してきたことが背景にある。

こうした中、少子高齢化が一層進展し、人口減少社会に移行する環境の中で、我が国のものづくり産業の

現場力を維持・向上させていくためには、その人材の確保や育成の仕組みを検証し、時代の状況に合わせた

必要な対応を行い、ものづくり基盤技術の強化と継承を図っていくことが重要な課題となっている。

今後とも、ものづくりの基盤技術を維持・発展させるためには、ものづくりに携わる人々が誇りを持って

仕事に取り組むことができ、次代を担う若者や子供たちが将来の仕事としてものづくりに関心を持てるよう

な社会の実現を目指し、その積極的な振興を図っていくことが必要である。

第一章では、グローバル競争の激化、アジアの成長を背景に我が国製造業のアジア展開が進展するのに伴

い、我が国からの部材輸出が増える一方、ものづくり基盤産業はアジアとの競争下に置かれ、その経営基盤

強化がものづくり全体の競争力強化の観点から重要であると分析している。また、①災害等による供給途絶

の影響、②取引先からの技術流出リスク、③取引先の人材確保・技能伝承の重要性の観点等から、サプライ

チェーンの強化が重要であることや、製品安全問題等が相次ぐ中でのものづくりの信頼向上の取組、ますま

す高まる資源・環境制約に対する取組の強化の重要性について記述している。

第二章では、ものづくり基盤強化の観点から、ものづくり現場における人材育成の現状及び課題を明らか

にするとともに、あらゆる労働者の技能の底上げやキャリア展望の明確化、高度技能者の育成や現場の中核

人材の育成などものづくり基盤強化のための能力開発の取組の方向性を記述している。また、技能尊重気運

の醸成の観点から技能五輪国際大会における日本選手団の活躍についても取り上げている。

第三章では、明日のものづくりを支える高等専門学校・専門高校の取組について記述しているほか、小学

校から大学までの各段階で、子どもの発達段階に応じたキャリア教育や科学技術・理数教育を推進するな

ど、学校教育等を通じたものづくり人材の育成の推進について記述している。また、ものづくりに関する基

盤技術の研究開発の推進や、大学と企業との共同研究など産学官連携の強化について記述している。

（本年次報告では、ものづくり基盤技術振興基本法第8条に基づき、政府が「ものづくり基盤技術の振興に

関して講じた施策」に関し報告することになっているところ、上記状況にかんがみ、第一部においては、も

のづくり基盤技術がその発展を支えるべき製造業の現状と課題について広く分析を行うものとする。）
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我が国の景気は、2002年以来息の長い回復が続いてき
たが、2007年度末にきて回復が足踏み状態にある。2007
年は、原油・原材料といった資源価格の更なる高騰、制度
的な要因による建設投資の落ち込み、米国のサブプライム
住宅ローン問題に起因する世界経済の減速懸念等のリスク
が顕在化したことにより、我が国経済を取り巻く環境に不
透明感が増大してきたことが背景にある。また、地域や企
業規模・業種によっては、依然として回復の度合いにばら

つきが見られることから、今後の経済動向については、引
き続き注視していく必要がある。

（1）製造業を取り巻く現状
2007年の我が国経済の実質国内総生産（GDP）成長率
は、2.1％とプラスの伸びを示しているものの、2006年
の2.4％に比べ0.3ポイント低下している（図111-1）。
この成長率の伸びを2007年第Ⅳ四半期2次速報に基づ
いて内需・外需の寄与度で分析すると、内需は2006年の
1.6％から2007年の0.9％と寄与度が低下している。内需

の主要項目を2006年と2007年との
比較で見ると、景気回復のエンジンの
一つであった設備投資の寄与度が0.2
ポイント低下、また家計最終消費支出
も0.3ポイント低下している。一方、
外需の寄与度（実質国内総生産のうち
の純輸出）を見ると、2006年に
0.8％、2007年に1.2％となっており、
外需の堅調さによって回復軌道が維持
されている。
先行きについては、改正建築基準法
施行の影響が収束していく中で、輸出
が増加基調で推移し、景気は緩やかに
回復していくと期待されるが、サブプ
ライム住宅ローン問題を背景とするア
メリカの景気後退懸念や株式・為替市
場の変動、原油価格の動向等から、景
気の下振れリスクが高まっていること
に留意する必要がある。（資源価格の
動向については第4節で詳述）

（2）製造業の動向
①生産
2007年の鉱工業生産指数は、好調
な輸出や底堅い設備投資の動きを受け
て堅調に推移した。
鉱工業生産指数を四半期ベースで見
ると、2001年の第Ⅳ四半期を底に堅
調な回復を示している（図111-2）。
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図111−1　GDP内需・外需寄与度
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備考：四捨五入の関係上、内需寄与度と外需寄与度の和が必ずしもGDP成長率と一致しない。
資料：内閣府「国民経済計算」
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図111−2　鉱工業生産指数（製造工業）
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備考：季節調整済指数。2005 年を 100 としている。
資料：経済産業省「鉱工業生産・出荷・在庫指数」
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2007年第Ⅰ四半期には前期比で
0.5％減少となったが、第Ⅱ四半期
から再び増加に転じ、以降3期連続
で最高水準更新となった。
業種別に見ると、2007年には、
電子部品・デバイス工業がデジタル
家電の需要増を受け、生産を大きく
伸ばしているほか、自動車を中心と
した輸送機械工業も輸出の好調など
を背景に生産を増加させた（図
111-3）。
また、2007年の設備稼働率指数
も、鉱工業生産の好調を背景に高い
水準で推移した（図111-4）。

②貿易
2007年の我が国の貿易収支は、
10兆7,955億円の黒字（前年比
36.6％増）となった（図111-5）。
輸出額は、前年比11.5％増で83
兆9,314億円であり（図111-5再
掲）、品目別に見ると、輸送用機器
や一般機械の寄与度が大きい（図
111-6）。
一方、輸入額は前年比で8.6％増
加し、73兆1,359億円となった（図
111-5再掲）。品目別に見ると、原
油等の「鉱物性燃料」、非鉄金属鉱
等の「原料品」等の寄与度が大き
く、主に資源価格の高騰が輸入額の
伸びに大きな影響を与えている（図
111-6再掲）。

図111−3　鉱工業生産指数（業種別）
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図111−4　設備稼働率指数（製造業）
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図111−5　我が国の貿易収支

83.9

73.1

10.8

7.9
8.7

12.0

10.29.9

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

07 （年）

（兆円）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0
（兆円）

02 03 04 05 06

資料：財務省貿易統計

■輸出額（左目盛）　　■輸入額（左目盛）
　　貿易収支（右目盛）

図111−6　�2007年の輸出額・輸入額の品目別増減�
寄与度（前年比）

資料：財務省貿易統計
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第１章　我が国ものづくりが直面する課題と展望

③企業収益
2007年の我が国製造業の経常利益は、26兆4,615億
円と前年比1兆708億円増加したものの、伸び率は前年
比4.2％増と、前年の同12.4％を下回った（図111-7）。
売上高経常利益率においても、2007年は平均で5.6％で
あり、2006年の平均5.7％を0.1ポイント下回った（図

111-8）。
経常利益増加の寄与度を見ると、2006年以降はそれま
での人件費削減によるプラスの寄与がマイナスに転じ、売
上増による増益を中心とした経常利益の上昇が継続した
が、2007年第Ⅲ四半期には、経常利益は21四半期ぶり
に前年同期比マイナスに転じた（図111-7再掲）。

図111−7　経常利益の寄与度分解（製造業）
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　　経常利益前年同期比
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備考：その他要因寄与度は人件費要因を除いた残差を示す。下段の数値は暦年値で四半期の値の合計値。
資料：財務省「法人企業統計調査（季報）」

図111−8　売上高経常利益率（全産業・製造業）
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資料：財務省「法人企業統計調査（季報）」

【米国サブプライム住宅ローン問題の影響】
2005年後半以降、米国における低所得者向け住宅ローン（サブプライムローン）の延滞率が急速に上昇し、多く

のサブプライム・レンダーが破綻や事業撤退に追い込まれたほか、金融市場における信用収縮が発生する等、いわゆ
るサブプライム住宅ローン問題が顕在化した。サブプライム住宅ローン問題発生以降、米国における住宅ローン供給
は縮小し、1990年代後半から急激に上昇を続けてきた住宅価格の伸び率も鈍化し、一部の州では下落に転じている。
サブプライム住宅ローン問題発生以降、米国の各種経済指標は厳しい状況で推移している。住宅着工件数は2006
年1月と比較して2008年2月には約半分の水準にまで落ち込んだ。また、現在から半年後の消費マインドを示す消
費者信頼感指数も2007年7月の111.9から大幅に下落、2008年2月には76.4となった（図111-9）。
また、雇用環境にも影響が現れている。非農業部門就業者数は2004年から2006年まで毎年200万人を上回る
ペースで増加を続けていたが、2007年にはその増加ペースが急激に鈍化し、約半分の100万人の増加となった。さ
らに、失業率も2007年3月以降、上昇に転じている（図111-10）。
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我が国の総需要（GDPと輸入の合計）に占める輸出の割合は、2001年後半以降、年々上昇しており（図
111-11）、我が国輸出の20.1％を占める米国経済の状況変化は、我が国の経済、さらには輸出の主力である製造業に
大きな影響を与える懸念があり、サブプライム住宅ローン問題に伴う今後の変化に注視する必要がある。
【円高の影響】
2007年半ばに1ドル120円台前半まで円安方向で動いた後、円高方向で推移し、2008年3月には、一時1ドル

100円を割ったが、その後、100円台前半となっている（図111-12）。今回の円高の背景には、米国のサブプライム
住宅ローン問題の影響などによる米国経済の先行き不透明感の高まりや、欧米における信用収縮懸念の高まり等があ
る。我が国製造業では、為替予約等で円高に対する耐性を強めてきたが、更なる円高は、輸出が景気回復をけん引し
てきた我が国経済にとって懸念材料となる可能性がある。
【改正建築基準法の影響】
耐震偽装事件をきっかけとして建築基準法が改正され、建築確認・検査の厳格化や指定確認検査機関の業務の適
正化等の措置が講じられた。改正建築基準法が2007年6月20日に施行されて以降、同年7月から持家、貸家、分
譲住宅の着工戸数は共に前年同月比減少となり、同年9月には新設住宅着工戸数が前年同月比マイナス44.0％となっ
た。その後、同年10月以降は住宅着工戸数はおおむね持ち直したが、2008年3月は前年同月比マイナス15.6％と
なった（図111-13）。
住宅着工戸数の減少は、建設業のみならず、関連する製造業にも影響を与え、例えば、建設資材（小形棒鋼・セ

メント）、住宅設備（アルミニウムサッシ、システムキッチン）は、法施行直後から生産減等の影響が顕在化した（図
111-14、図111-15）。

図111−9　米国の住宅着工件数と消費者信頼感指数の推移
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資料：Conference Board「Consumer Confidence」、Bureau of Census, U.S. Department of Commerce「Housing Starts」

図111−10　米国の就業者増減数と失業率の推移
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資料：Employment, Hours, and Earnings from the Current Employment Statistics survey（National）
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図111−11　総需要に占める輸出、民間企業設備投資、家計最終消費支出のシェア
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備考：①1995 年第Ⅰ四半期から 2007 年第Ⅰ四半期までは、平成 18年国民経済計算確報（名目）。
②2007 年第Ⅱ四半期から第Ⅳ四半期までは、四半期別GDP 速報平成 19年 10～12月期（2次速報値）（名目）。

資料：内閣府「国民経済計算」

図111−12　円・ドルレートの推移
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資料：日本銀行「外国為替相場状況（月次）」

図111−13　新設住宅着工戸数の推移（前年同月比）
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資料：国土交通省「住宅着工統計」

図111−14　建設資材生産の推移（前年同月比）
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資料：経済産業省「鉱工業生産指数」

図111−15　住宅設備生産の推移（前年同月比）
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資料：経済産業省「鉱工業生産指数」
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④設備投資
製造業の設備投資額の推移について見ると、2007年は

前年比7.7％増の20兆6,160億円となり5年連続で増加
している（図111-16）。
2007年度の設備投資動機について見ると、製造業では

「能力増強」が高い割合を維持しており、2002年を底と
する景気回復の中で生産能力拡大を目的とした設備投資が
全体を牽引している（図111-17）。
一方、2007年第Ⅳ四半期には、前年同期比0.5％増と

伸びが大きく鈍化した（図111-16再掲）。日本銀行の「全
国企業短期経済観測調査」の「生産・営業用設備判断D.I.」

を見ると、製造業においては、2006年の後半にマイナス
となり、1992年以降長期にわたって継続していた「過剰」
超が「不足」超に転じたが、2007年後半にはD.I.はゼロ
で推移している（図111-18）。
また、機械投資の先行きを機械受注額（電力を除く民

需）で見ると、2007年は前年比3.6％減となっており、
足下の設備投資の伸びが鈍化していることと併せ、今後の
動向に注視が必要である（図111-19）。
製造業の設備平均年齢は長期的には伸びてきているが、

近年の堅調な設備投資を受け、2004年の12.85年をピー
クにして横ばいになっている（図111-20）。

図111−18　生産・営業用設備判断D.I.

0

5

全産業実績
製造業実績

備考：①生産・営業用設備判断D.I.は、設備が「過剰」と判断した企業の割合から「不足」と判断した企業の割合を差し引いた
値であり、数値が大きいほど設備の過剰感が大きいことを示す。

②日本銀行「全国企業短期経済観測調査」については、2004 年 3月調査から対象企業の見直しを実施。
資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
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図111−17　投資動機の時系列推移
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資料：日本政策投資銀行「設備投資計画調査」
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図111−16　製造業設備投資額と前年同期比の推移
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備考：下段の数値は暦年値で四半期の値の合計値。
資料：財務省「法人企業統計調査（季報）」
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⑤M＆Aの動向
我が国におけるM＆Aの件数は、近年大幅に増加して
いる。1997年の持株会社の解禁を皮切りに、法令・関連
税制等の整備が進み、企業が競争力を高めるツールの一つ
としてM＆Aが定着してきたことが背景にあると考えら
れる。
このような状況の中、M＆Aの買い手又は売り手のいず
れかに我が国製造業が関与したM＆A件数は、1996年の
302件が、2005年には900件と約3倍に増加し、2007
年も799件と引き続き数年前と比べて高い水準にある（図
111-21）。売り手及び買い手の業種と国籍別に見ると、
1999年頃から、国内製造業同士のM＆A件数が大幅に増
加している。また、2006年から2007年にかけての変化
に注目すると、全体として件数は減少したが、海外非製造
業による国内製造業へのM＆A件数は全体に占める割合
は低いものの、増加した。
近年M＆A件数が増加する中で、政府等による買収防
衛に関するルール整備が進んだこともあり、いわゆる買収

防衛策を導入する企業が2007年は254社（製造業累計）
となっている（図111-22）。

⑥中小企業
中小製造業の生産動向指数は、2007年に前年比0.9％
増となり、近年増加傾向にあるが、製造業全体の増加幅を
下回っている（図111-23）。
また、2007年の中小製造業の収益の状況を売上高経常
利益率（後方四期移動平均）で見るとほぼ横ばいで推移し
ている（図111-24）。
中小製造業の業況判断D.I.は、2004年第Ⅱ四半期にプ
ラスに転じ、堅調に推移してきたが、2007年第Ⅰ四半期
以降低下傾向を示し、2008年第Ⅰ四半期には16期ぶり
にマイナスに転じている（図111-25）。資金繰りD.I.につ
いても、2005年第Ⅳ四半期以降プラスで推移していたが、
2008年第Ⅰ四半期にはマイナスに転じた（図111-26）。

図111−19　機械受注額の推移
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機械受注額 12.2 11.5 10.1 11.1 11.6 12.5 12.9 12.5
前 年 比 19.1％ ▲5.8％ ▲11.6％ 9.9％ 4.3％ 7.2％ 3.9% ▲3.6%
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備考：電力を除く民需の値。四半期データは季節調整値。下段は暦年の公表値より作成。
資料：内閣府「機械受注統計」より作成。

コ ラ ム 減価償却制度の見直し

減価償却制度について、我が国経済の成長基盤を整備する観点から、2007年度税制改正に続き2008年度税制改
正においても見直しが行われた。
法定耐用年数について、機械及び装置を中心に、実態に即した使用年数を基に資産区分の大括り化を行った。具
体的には、従来390区分（機械・装置）あった資産区分を日本標準産業分類の中分類を基本として大括り化し、55
区分とした（韓国は26区分、米国は48区分）。
さらに、耐用年数の短縮特例についても、承認申請の事務負担に配慮し、本特例の適用を受けた減価償却資産に
ついて軽微な変更があった場合、本特例の適用を受けた減価償却資産と同一の他の減価償却資産の取得をした場合
等には、改めて承認申請をすることなく、変更点等の届出により短縮特例の適用を受けることが可能となった。

図111−20　我が国製造業の設備平均年齢
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備考：①1990 年までは 68SNA ベースであり、1991 年から 93 年は（平成 7 年基準）

93SNA ベースの統計、1994 年から 2006 年は、（平成 12 年基準）93SNA
ベースの統計を使用。

②日本の設備の平均年齢＝〔（前期の平均年齢＋1）×（前期末の資本ストック－
今期の除却額）＋今期の設備投資額×0.5〕÷今期の資本ストック

資料：内閣府「民間資本ストック統計」、経済企画庁「昭和 45年国富調査」
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図111−22　買収防衛策導入企業の推移（製造業）
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備考：買収防衛策を導入する旨、プレスリリース等で発表されたもの及び 08 年 2 月末現在で
も有効中のものをカウント。

資料：レコフ資料より作成。

図111−24　企業規模別売上高経常利益率の推移（製造業）

備考：①売上高経常利益率は後方四期移動平均値にて算出。
②大企業は資本金 10 億円以上、中堅企業は資本金１億円以上 10 億円未満、中小企業
は資本金１千万円以上１億円未満。

資料：財務省「法人企業統計調査（季報）」
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図111−25　中小企業の業況判断D.I.（製造業）
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備考：D.I.は業況が「良い」と答えた企業の割合から「悪い」と答えた企業の割合を差し引い
た値であり、数値が大きいほど業況が良いことを示している。

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」

図111−23　中小製造工業の生産動向
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備考：季節別調整済。2005 年 =100 とする。各年値の中小企業は月次データの平均値、製造

工業は暦年値。
資料：中小企業庁「規模別製造工業生産指数」、経済産業省｢鉱工業生産・出荷・在庫指数｣

図111−26　資金繰りD.I.の推移
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備考：D.I.は資金繰りが「楽である」と答えた企業の割合から「苦しい」と答えた企業の割合
を差し引いた値であり、数値が大きいほど資金繰りが楽であることを示している。

資料：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
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図111−21　我が国製造業におけるM&A件数の推移
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■ 国内製造業関連M&A合計（右目盛） 国内製造業同士のM&A（左目盛）
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備考：Ｍ＆Ａとは、レコフ社の定義に基づき企業や事業の経営権の移動や経営参画につながる
株式取得に関するものを指す。資産、負債の移転を伴わない単なる業務提携は除く。

資料：レコフ資料より作成。
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第１章　我が国ものづくりが直面する課題と展望

コ ラ ム 情報基盤強化税制・中小企業投資促進税制

2008年度の税制改正において、中小企業を始めとした戦略的なIT投資を図り、日本経済の生産性向上・成長の底
上げを牽引する観点から、中小企業を中心に取得価額の最低限度の引下げや高度なIT利活用を実現するための連携
ソフトウェアの追加等を行った上で情報基盤強化税制を延長するとともに、中小企業投資促進税制を延長した。

【情報基盤強化税制】
産業競争力の強化に資する情報セキュリティが確保された情報システム投資（要件は下記のとおり）に対して、基

準取得価額の10％の税額控除又は基準取得価額の50％の特別償却の選択適用を認めるもの。
―対象投資の内容―
①サーバー用のOS（※1）及び当該OSがインストールされたサーバー用の電子計算機

コ ラ ム 中小企業地域資源活用促進法による支援

中小企業地域資源活用促進法は、地域経済がそれぞれの地域の「強み」をいかして自律的・内発的な発展を行う
ための枠組みとして制定された。地域の「強み」である産地の技術、地域の農林水産品、観光資源等の地域資源を
活用し、新商品、新サービスの開発や市場化に取り組む中小企業を支援して、地域経済の活性化を図ることを目的と
しており、2007年6月29日から施行された。
本法においては、国が策定した「基本方針」に基づき、都道府県が都道府県内の地域資源を指定する「基本構想」

を作成し、国が認定することとなっている。これらの指定された地域資源を活用して、中小企業が具体的な事業計画
を作成し、国の認定を受けることで、試作品開発や展示会出展に係る費用の補助や、政府系金融機関による低利融
資、設備投資に対する減税などの支援措置が講じられる枠組みとなっている。
本法が施行され、47都道府県が基本構想を作成し、2007年12月26日現在で、10,059の地域産業資源が指定さ

れた。さらに、これらの地域資源を活用した中小企業の事業計画を、2008年3月27日現在までに328件認定して
おり、市場化に向けたきめ細かな支援を行っている。

発売中の
ゆずジュース

田平天主堂

【認定事業計画の例】

○328の具体的な事業計画を認定（2008 年 3月 27日現在）
　　　　　（農林水産物 123  鉱工業品 181  観光資源 24）

びんがた

糠平温泉
ぬかびら

やふそ紅型工房（沖縄県那覇市）
カバーが「琉球びんがた」、持ち手が
「琉球漆器」、留め具が「琉球ガラス」
という日傘の開発を行う。複数の伝
統工芸品を組み合わせた商品はめず
らしく、大手百貨店バイヤー等から
高評価を得ており、富裕層をターゲッ
トにした販路開拓を行う。

㈱福光屋（石川県金沢市）
「酒蔵の人は手がキレイ」「芸妓さんは化
粧前に日本酒を顔につける」ということ
をヒントに、コメ発酵の技術を活かして、
米から化粧品の開発、ブランド化を行う。

テルメン観光（北海道上士幌町）
スギ花粉がないことに着目し、温泉と花粉
症患者向けの食材提供を組み合わせた、
食・健康・医療を融合させた「スギ花粉リ
トリート（疎開）ツアー」を企画。

ブナコ漆器製造㈱（青森県弘前市）
ブナの薄板を何層も重ねる独自の製法により、
インテリア照明器具を開発。六本木ヒルズに
出店するなどインテリア業界から注目を集め
ている。今後、オンリー１商品を開発し、全
国及び海外への市場拡大を図るために、木型
を必要としない個別受注生産システムの構築
を行う。

飛騨産業㈱（岐阜県高山市）
飛騨の木製家具の特徴である曲木技術から三次元圧縮加
工技術を開発。イタリアの著名なデザイナーと連携し、
杉材家具の新ブランド化に成功。今後、団塊の世代の高
所得者を主要ターゲットとした販売戦略により、さらな
る販路拡大を図る。

㈱平戸観光ホテルほか（長崎県平戸市）
農水産品や教会等の地域資源を活
用した観光プログラムを開発し、
観光客自身がインターネット上で、
宿、食事、体験メニュー等を選択
して、旅行を組立てることができ
るシステム「仮想旅館」を構築。

そ　お
日本有機㈱（鹿児島県曽於市）
血糖化指数が低いさつまいもから澱粉を作
り、のどこし、透明感と高機能性を有する
「さつまいも冷麺」の開発に成功。今後、同
じ特徴を有した温麺・焼麺を新たに開発し、
「さつまいも麗麺」として通年商品化し、販
路拡大を図る。

馬路村農業協同組合（高知県馬路村）
全国的な知名度を得た馬路村のゆず加工品の新商品開発として、クエ
ン酸の「疲労回復」効果に着目し、日本で初めてゆずを使ったスポー
ツドリンクの開発、販売展開を行う。

○47都道府県合計で 10,059 の地域資源を特定
農林水産物 3,010  鉱工業品 2,293  観光資源 4,756
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⑦地域
経済産業省の各経済産業局が行った「第23回地域経済
産業調査」によると、地域の景況は、緩やかな改善傾向に
あるものの、一部に弱い動きが見られる状況となっている
（図111-27）。
また、中小企業基盤整備機構の「中小企業景況調査

（2005年第Ⅱ四半期から2008年第Ⅰ四半期までの値）」
によると、地域別の中小製造業の業況は、地域によるばら

つきが見られるが、全体としては2007年に入り悪化と回
答する企業の割合が目立ち始め、2008年に入ると悪化の
度合いが大きくなっている（図111-28）。
さらに、企業立地件数を地域別に見ると、関東内陸及び
東海が2007年においても高水準を継続している。一方、
近年立地件数を増やしてきた南東北地域は、立地件数が減
少した。その他の地域については、近年おおむね横ばい又
は微増の傾向が継続している（図111-29）。

②�データベース管理ソフトウェア（※1）及び当該データベース管理ソフトウェアの機能を利用するアプリケーショ
ンソフトウェア
③連携ソフトウェア（※2）
④�ファイアウォールソフトウェア及びファイアウォール装置（※1）（①、②、③のいずれかと同時に設置されるもの
に限る）

※１　ISO/IEC 15408に基づいて評価・認証されたもの。
※２　電子計算機利用高度化計画において定められたプログラムとして独立行政法人情報処理推進機構により技術上の評価を受けたもの。
（注1）年間投資額：資本金1億円以下：70万円以上、資本金1億円超10億円以下：3,000万円以上、資本金10億円超：1億円以上（200億円上限）
（注2）所有権移転外リース取引による取得は税額控除のみ。
（注3）適用期限は2010年3月31日。
（注4）�税額控除について、法人税額の20％相当額を限度とし、控除限度超過額については1年間の繰越しを認める。

【中小企業投資促進税制】
中小企業者等の設備投資（対象は下記のとおり）に対して、取得価額（船舶については取得価額の75％相当額）
の7％の税額控除又は取得価額の30％の特別償却の選択適用を認めるもの。
―対象投資の内容―
①機械・装置（一の設備の取得価額が160万円以上）
②電子計算機及びデジタル複合機（一の設備の取得価額又は複数の設備の取得価額の合計額が120万円以上）
③一定のソフトウェア（一のソフトウェアの取得価額又は複数のソフトウェアの取得価額の合計額が70万円以上）
④貨物自動車（車両総重量が3.5トン以上のもの）
⑤内航船舶
（注1）税額控除は資本金3,000万円以下の中小企業のみ選択可能。
（注2）所有権移転外リース取引による取得は税額控除のみ。
（注3）適用期限は2010年3月31日。
（注4）�税額控除について、法人税額の20％相当額を限度とし、控除限度超過額については1年間の繰越しを認める。

表111−27　地域経済

19年10月調査 19年12月調査 今回調査
（20年2月）

北海道 概ね横ばい 概ね横ばい 概ね横ばい

東北 緩やかに改善 緩やかに改善
（先行きに不透明感） 横ばい

関東 緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

緩やかに改善
（一部に弱い動き）

東海 緩やかに改善 緩やかに改善 緩やかに改善

北陸 緩やかに改善 緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

近畿 改善している 緩やかに改善 緩やかに改善

中国 緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

緩やかに改善
（一部に弱い動き）

四国 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

緩やかに改善
（一部に弱い動き） 概ね横ばい

九州 緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

緩やかに改善
（一部に弱い動き）

沖縄 緩やかに改善 緩やかに改善 緩やかに改善
（一部に弱い動き）

資料：経済産業省「地域経済産業調査」

図111−28　中小企業の地域別業況D.I.の推移

▲ 35

▲ 30

▲ 25
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▲ 5

0
（％ポイント）

関東
東北

北海道 中部 近畿 中国

四国 九州・沖縄
全国

備考：①D.I.は業況が「好転」と答えた企業の割合から「悪化」と答えた企業の割合を差し引
いた値であり、数値が大きいほど業況が良いことを示している。

②地域区分は、各経済産業局管内の都道府県により区分している。
　　　③関東には、新潟、長野、山梨、静岡の各県、中部には、石川、富山の各県、近畿には、

福井県を含む。 
九州・沖縄は、九州各県と沖縄県の合計。

　　　④2005 年第Ⅱ四半期から 2008 年第Ⅰ四半期までの値。
資料：中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」
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第１章　我が国ものづくりが直面する課題と展望

図111−29　地域別工場立地件数

0

50

100

150

200

250

300

350

01 02 03 04 05 06 07 （年）

（件）

北海道
北東北
南東北
関東内陸
関東臨海
東　海
北　陸
近畿内陸
近畿臨海
山　陰
山　陽
四　国
北九州
南九州

備考：①2007 年は速報値。
②北東北 =青森県、秋田県、岩手県、南東北 =宮城県、山形県、福島県、新潟県、関東内陸 =茨城県、栃木県、群馬県、
山梨県、長野県、関東臨海 =埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、東海 =静岡県、愛知県、岐阜県、三重県、北陸
=富山県、石川県、福井県、近畿内陸 =滋賀県、京都府、奈良県、近畿臨海 =大阪府、兵庫県、和歌山県、山陰 =
鳥取県、島根県、山陽 =岡山県、広島県、山口県、四国 =徳島県、香川県、愛媛県、高知県、北九州 =福岡県、佐
賀県、長崎県、大分県、南九州 =熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

資料：経済産業省「工場立地動向調査」

コ ラ ム 農商工連携の促進

地域経済の格差の拡大が指摘される中、政府では地方経済の活性化が重要な政策課題となっている。このため、
経済産業省は、「地方経済再生に関する大臣特命プロジェクトチーム」を組織し、大臣の陣頭指揮の下、地方経済の
活性化策の検討を進めてきた。その成果が「地方経済再生のための緊急プログラム」である。地方経済の活性化に
は、地域を支える農林水産業や中小企業の活性化が不可欠であり、「農商工連携」の促進や中小企業の生産性向上、
企業立地の促進等の施策を緊急かつ重点的に実行していくことを宣言した。特に重要視しているのは「農商工連携」
である。地域の農林水産業と商業や工業等が連携し、それぞれのノウハウや技術等の経営資源を活用し合うこの取
組は、農林水産業や中小企業等の活性化の起爆剤として期待されるものである。上記プログラムと合わせて「農林
水産業と商業・工業等の産業間の連携（『農商工連携』）促進等による地域経済活性化のための取組について」とい
う政策パッケージを2007年11月30日に公表し、「農商工連携」の促進について農林水産省と密接かつ有機的に連
携して取り組んでいくこととしている。

Ⅰ　地域経済活性化のための「農商工
連携」促進等の取組

Ⅱ　「まるごと食べようニッポンブランド！」
「ニッポン・サイコー！キャンペーン」
の共同実施

Ⅲ　「農商工連携」のためのPR等

Ⅳ　法的枠組みの整備

○農商工等連携促進法案…農林漁業者と中小企業者が連携して行う新商品の開発・販
売促進等の取組を支援

○企業立地促進法改正案…農林水産関連産業の企業立地等を進め、産業集積の形成等
を促進するための支援策等を追加

を内容とする、農商工等連携関係 2法案を第 169回国会に提出。

【農商工連携（農林水産業と商業・工業等の産業間での連携）】

中小企業者と農林漁業者の連携事例

江別小麦めん

趣旨：地域経済活性化のため、地域の基幹産業である農林水産業と商業・工業等の産業間での連携
（「農商工連携」）を強化し、相乗効果を発揮していくこととなるよう、農林水産省と経済産業
省は、密接かつ有機的に連携をとり、以下の具体的取組を推進。

　施策の相互活用の推進、施策の集中的
実施等により、地域産品等に関する販売
促進・新商品開発、地域産業におけるイ
ノベーションの推進等を効果的に支援

・地域産品等に関する販売促進・新商品開発
・地域産業におけるイノベーションの推進
・地域における知的財産の「創造・保護・活
用」の更なる促進

・農業関連施策と中小企業関連施策の連携推
進

・地域産品の輸出促進

　国産農林水産品の消費拡大を図るた
め、両省それぞれが所管する業界団体等
に対し、働きかけ等を実施し、国民的な
運動への展開を促進（昨年 11 月下旬よ
り既に取組を開始）

　両省が相互のネットワーク等を通じ、
連携して「農商工連携」のためのPRを
実施し、農業・工業・商業の事業者等へ
の普及啓発を実施

・現場訪問の実施
・店頭販売の実施
・小売関係業界団体、生産者団体等との懇談
会の実施

・製造業・サービス業への働きかけ、優良事
例のPR

・「立ち上がる農山漁村」の推進
・「農商工連携 88選」の作成
・「美しい森林づくり推進国民運動」の展開
・海外でのトップセールス等

【商品の開発・生産】（北海道江別市）
・中小企業者である地元製粉業者、製麺業者と地
元小麦生産農家が連携し、栽培の難しい地場産
小麦「ハルユタカ」を活用し、高品質な麺を開
発。地域ブランド「江別小麦めん」として、年
間約 300万食を売り上げ、地域活性化に貢献。
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コ ラ ム 伝統的工芸品産業―技術・技法を活用した新たな商品開発―

我が国の伝統的工芸品産業は、伝統的な原材料と技術・技法を受け継ぎながら、国民の日常生活に豊かさと潤い、
手づくりの温もりを伝え、我が国のものづくりの基盤を形成してきた重要な産業である。各産地の歴史や風土の中で
育まれ、地域に根ざした地場産業として、地域の経済と雇用に貢献してきた。
経済産業省は、産業としての重要性にかんがみ、1974年の「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」の施行以

来、関係省庁、地方自治体、（財）伝統的工芸品産業振興協会などと連携を図り、積極的な支援を行ってきた。
現在、全国で210品目の伝統的工芸品が同法に基づく指定を受け、多くの産地が振興計画等に基づく事業を展開

している。
国民の生活様式や生活空間の変化、生活用品に対する国民意識の変化などに対応するため、作り手とデザイナー
等の支援者が一堂に会し、各産地が伝統的工芸品やその技術・技法をアピールすることにより、デザイナーからの提
案や関係者の連携による新たな商品開発に取り組んできている。
さらに、新たな販路の開拓を行うため、「地域ブランド（地域団体商標）」の普及、海外向けブランドの確立を図る
ため、海外展示会への出展、外国語による情報発信など、海外に向けて積極的なア
ピールを行っている。
〜グローバルな発信をしている産地の取組例〜
全国一の漆器出荷額を誇る山中漆器。しかしながら需要の低迷に加え安価な海外

製品の輸入を背景に厳しい状況が続いている。
このため、海外で活躍するデザイナー監修のもと、欧州の消費者のライフスタイ
ルや好みを追求し、日本古来の伝統技術をいかしながら新たなデザインを取り入れ
た漆器ブランド「NUSSHA」（ぬっしゃ＝塗師屋）として立ち上げ、「メゾン・エ・
オブジェ」などの国際展示会等へ出展を行った。
現在、海外23カ国で販売されている。

【山中漆器：NUSSHA　japan】

コ ラ ム 狙われる我が国の地域ブランド

地域名を冠した特産品などに商標権を与える「地域団体商標」（地域ブランド）に認められている「九谷焼」や「美
濃焼」、「松阪牛」、「鳴門金時」などの日本の名産ブランドが、一部の国の企業によって商標申請されていることが、
独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）の調査で判明した。
このような我が国の名産ブランド等が第三者によって商標出願されている問題に対しては、国内の利害関係者が各
国において早期に商標の出願を行い、地域のブランドを権利化しておくことや商標の取消請求の提起等、迅速な対
応を行うことが重要である。
経済産業省では、このような被害を受けた企業に対して、各国における審判・訴訟手続きや法解釈について情報

提供を行うほか、ジェトロ等の海外事務所に知財専門家を派遣し、個別案件の相談や弁護士の紹介等の支援を行っ
ている。さらに、被害が発生した国に対して、政府間交渉の場を通じて、適正な審査の実施や審判の早期化等、知
財保護の強化に向けた制度改善の要請等も積極的に行っている。

コ ラ ム 企業立地の促進を通じた地域活性化

地域経済の回復にばらつきが見られる中、地域活性化を図る鍵の一つは、企業立地の促進である。このため、「企
業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（企業立地促進法）」が2007年5月に
公布され、同年6月に施行された。
この法律では、地域が主体的にそれぞれの地域の強みをいかしたグランドデザインを描き、これを地域の企業立地
マニュフェストといえる基本計画としてコミットメントを行い、国が支援することを通じて、地域経済の活性化を図
るものである。2007年7月30日に10県で12の計画に対する第1号同意を皮切りに、2008年3月までに42道府県
で108の計画が国の同意を受けた。これらの計画では、今後5年間で約7,900件の企業立地により、約28万人の新
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コ ラ ム 産業クラスター計画（Ⅱ期計画）

経済産業省は、2001年度から、地域における産学官の「顔の見えるネットワーク」を形成することにより、新事
業が次々と生み出されるような事業環境を整備する「産業クラスター計画」を推進している。2006年度からの5年
間は「産業クラスターの成長期（第Ⅱ期）」と位置付け、事業化支援機能の強化等に係る各種事業を重点的に展開し
ており、現在、全国18プロジェクトで、世界市場を目指す約10,700社の中堅・中小企業、約290の大学（高専を
含む）が、広域的なネットワークを形成し、全国の公設試験研究機関、金融機関、商社等の約2,450の機関、企業
が産業クラスター会員企業をサポートしている。
また、産業クラスター計画の第Ⅱ期では、第Ⅲ期の自律的発展期に向け、ネットワーク形成の高度化を引き続き支
援するとともに、産業クラスター・プロジェクト間の連携や知的クラスターなど他府省の地域クラスターとの一層の
連携を進め、事業化支援機能を強化していく。

中国経済産業局
◇次世代中核産業形成プロジェクト
　モノ作り、バイオ、IT分野　約 390社  29 大学
◇循環・環境型社会形成プロジェクト
　環境分野　約 270社　20大学

九州経済産業局
◇九州地域環境・リサイクル産業
　交流プラザ（K-RIP）
　環境分野　約 430社  15 大学
◇九州シリコン・クラスター計画
　半導体分野　約 330社  14 大学
◇九州地域バイオクラスター計画
　バイオ分野　約 34社  12 大学

北海道経済産業局
◇北海道地域産業クラスター計画
　・北海道 ITイノベーション戦略
　・北海道バイオ産業成長戦略
　情報・バイオ分野  約 880 社  19 大学

沖縄総合事務局経済産業部
◇OKINAWA型産業振興プロジェクト
　情報・健康・環境・加工交易分野　約 430社  6 大学

東北経済産業局
◇ＴＯＨＯＫＵものづくりコリドー
　モノ作り分野　約 710社　29大学

関東経済産業局
～広域関東圏産業クラスター推進ネットワーク～
◇地域産業活性化プロジェクト
　・首都圏西部ネットワーク支援活動（TAMA）
　・中央自動車道沿線ネットワーク支援活動
　・東葛川口つくば（TX沿線）ネットワーク支援活動
　・三遠南信ネットワーク支援活動
　・首都圏北部ネットワーク支援活動
　・京浜ネットワーク支援活動
　モノ作り分野　約 2,140 社　83大学
◇バイオベンチャーの育成
　バイオ分野　約 420社　2大学
◇情報ベンチャーの育成
　IT 分野　約 930社　7大学

四国経済産業局
◇四国テクノブリッジ計画
　モノ作り、健康・バイオ分野  約 420 社  5 大学

中部経済産業局
◇東海ものづくり創生プロジェクト
　モノ作り分野　約 1,330 社　29大学
◇東海バイオものづくり創生プロジェクト
　バイオ分野　約 50社　46大学
◇北陸ものづくり創生プロジェクト
　モノ作り分野　約 390社　14大学

近畿経済産業局
◇関西バイオクラスタープロジェクト　Bio Cluster
　バイオ分野　約 400社　56大学
◇関西フロントランナープロジェクト　Neo Cluster
　モノ作り分野・エネルギー　約 1130 社　30大学
◇環境ビジネスＫＡＮＳＡＩプロジェクト　Green Cluster
　環境分野　約 100社　15大学

・全国で世界市場を目指す中堅・中小企業 10,700 社、連
携する大学（高専を含む）約 290 大学が、広域的な人的
ネットワークを形成

・公設試、産業支援機関、金融機関、商社等、約 2,450の
機関・企業が産業クラスターを支援

【産業クラスター計画（第Ⅱ期）　18プロジェクト】

規雇用、約21兆円の製造品出荷額又は売上高の増加が見込まれている。
また、同意を受けた計画で指定した区域への企業立地などの具体的な成果も現れつつある。例えば、秋田県秋田
市には（株）東北フジクラ、岩手県久慈市には（株）北日本造船、大阪府堺市にはシャープ（株）が立地を表明する
といった動きが見られる。
企業立地を更に加速するためには、立地企業ニーズを踏まえたワンストップサービスなどの取組の推進を図ること

が重要である。このため、地域において企業立地の先進的な取組を実施している市町村を選定し代表者を表彰すると
ともに、2008年3月に企業立地に頑張る市町村事例集として取りまとめた。また、2007年3月に実施した企業立地
満足度調査を継続して実施する。この調査は、各
都道府県内に立地している事業所の自治体に対す
る満足度をアンケート調査方式でまとめ各都道府
県の取組を促すものである。さらに、企業立地に
当たって人材の確保が重要であり、このため、地
域の立地業種に応じた実践的な人材育成事業に対
して支援をしている。このような取組を通じ、今後
とも、地域活性化の鍵となる「雇用」と「所得」
を生み出す地域への企業立地が促進されることが
期待される。

【企業立地に頑張る市町村20選表彰式（於：企業立地促進フォー
ラムin東京（2007年12月）】
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我が国経済における製造業の位置付け2
（1）我が国製造業が他産業に与える影響
我が国製造業の付加価値生産額が名目GDPに占める割
合は、内閣府「国民経済計算」によると、長期的には緩や
かな低下傾向を示してきたが、近年おおむね2割程度で推
移している（図112-1）。
製造業の対名目GDP比を国際的に見ると、我が国はド
イツ、韓国を下回っているものの、米国、英国、フランス
を上回っている（図112-2）。
また、我が国製造業の直接の付加価値生産額はGDPの
約2割であっても、製造業がその波及を通じて他産業に及
ぼす影響は大きい。製造業の国内生産額が増加した場合、
当該製造業のみならず、間接的に他の製造業や非製造業の

生産額の増加をもたらす。製造業各業種の加重平均では、
自らの生産活動による国内生産額が1単位増加した場合、
他の製造業の生産活動による生産額が0.35単位、非製造
業の生産活動による生産額は0.46単位、それぞれ増加し、
合わせて2.10単位増加する（図112-3）。
これを個別業種別に見ると、自動車などの輸送機械で
は、国内生産額が1単位増加した場合、他の製造業に対し
て0.49単位の生産額の増加を誘発することに加えて、非
製造業に対し0.41単位の生産額の増加を誘発するなど、
全体で2.57単位の生産額増加をもたらす。また、鉄鋼で
は2.51単位、化学製品では2.27単位の増加となる。一方、
広義のサービス業がもたらす同様の効果は、1.52単位に
とどまっており、製造業は、広義のサービス業と比較し
て、各産業へ及ぼす影響が大きいと言える。

図112−1　我が国製造業の比重の推移
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資料：内閣府経済社会総合研究所編「国民経済計算年報」、総務省「労働力調査」

図112−2　各国の製造業の名目GDPに占める割合
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図112−3　製造業の国内生産額増加による波及効果
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資料：経済産業省「2006 年簡易延長産業連関表」から作成。
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（2）重要な役割を果たす製造業
①経済成長の牽引力としての役割
1990年代以降の我が国製造業の労働生産性の伸びを見
ると、全産業の労働生産性を大きく上回って伸びており、
我が国の経済成長の原動力になっていると言える（図
112-4）。ただし、労働生産性の計算において、派遣労働
者等は労働者に入っていないことに留意する必要がある。

②輸出の主力としての製造業
自然資源に乏しい我が国は、食料やエネルギー原材料の
多くを海外からの輸入に頼っている一方で、製造業が輸出
の主力を担う構造となっている。我が国のエネルギーの輸

入依存度は81.8％（2005年）と、欧米諸国と比べて高い
（図112-5）。財務省貿易統計によれば、食料品、原料品、
鉱物性燃料の輸入額は、特に近年の資源価格高騰により大
幅に増加し、2007年には31兆9,172億円（前年比2兆
8,177億円増）に達しているが、輸出の増加（前年比8兆
6,853億円）により貿易収支黒字は増加している。
我が国の輸出の9割以上が工業製品によるものであり、
我が国の輸出は、正に製造業が支えていると言える（図
112-6）。国際的に比較しても、日本の輸出に占める工業
製品の割合は、高いものになっている。我が国が今後とも
安定的な発展を図るためには、その根幹を成す製造業の競
争力を維持・強化していくことが必要である。

図112−4　我が国製造業の労働生産性
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図112−5　主要国の海外エネルギー依存度
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図112−6　各国の輸出に占める工業製品の割合（2006年）
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